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第 11章　 「アド・ホックな米中協調」と北朝鮮
――人権問題と「適正」な米中関係――

倉田　秀也

問題の所在――「大国間の競争」のなかの「大国間の協調」
トランプ（Donald Trump）政権は 2017年末の『国家安全保障戦略』（NSS）でロシアと
ともに中国を「米国の力、影響力、利益に挑戦し、米国の安全と繁栄を損なう」1勢力と
位置づけ、対中関係が通商問題などで対立を深めても、朝鮮半島を特殊に扱っていた。確
かに、ペンス（Mike Pence）副大統領が 2018年 10月に行った演説は、米中「新冷戦」を
宣言したに等しかった。しかし、そこでペンスは、台湾、南シナ海等の地域問題だけでは
なく、通商、人権、ひいてはサイバーに及ぶ広範な領域において対中批判を展開しながら、
朝鮮問題との関連では中国を批判することを避けた。ペンス演説の直後、ポンペオ（Mike 
Pompeo）国務長官は平壌で金正恩と会談をもった後北京を訪問したが、王毅外相はポンペ
オとの会談でペンス演説を厳しく批判する一方で、朝鮮半島の非核化については共同の努
力を払う用意があることを示していた 2。
振り返ってみても、クリントン（Bill Clinton）民主党政権下で、1996年 3月の第 3次
台湾海峡危機にもかかわらず平和体制樹立問題で 4者会談が提案され、ブッシュ（George 
Bush, Jr.）共和党政権下では、イラク戦争の直前に「先制行動論」をめぐって論争が展開さ
れたにもかかわらず、米中両国は北朝鮮の核開発問題の解決のため国連安保理での非公式
協議で「協調」して、6者会談――中国を議長国として――を構成した。これらの多国間
協議では、人権問題、台湾問題など朝鮮半島に関連しない問題は取り上げられなかった 3。「ア
ド・ホックな米中協調」は、米政権の党派性を超えたある種の「普遍性」をもっていた。
そう考えたとき、ペンス演説以降、朝鮮半島に関する「アド・ホックな米中協調」は挑
戦を受けていたといってよい。2019年春、香港で「逃亡犯条例改正案」に端を発する人権
問題が提起され、2020年 5月にホワイト・ハウスは『中華人民共和国に対する米国の戦略
的アプローチ』で過去の対中「関与」政策を再考する必要を指摘し、NSSの指針に従って
米国の利益を擁護し影響力を拡大していくことを明らかにしていた 4。
さらに、2020年 6月の香港への「国家安全維持法」施行と前後して、「米国は中国の脅
威に目を覚ました」5としたオブライエン（Robert O’Brien）大統領国家安全保障担当補佐官、
「中国の諜報活動が米国の情報・知的財産権と経済活動、安全保障への長期的で最大の脅威」
としたレイ（Christopher Wray）連邦調査局（FBI）長官 6、「中国は米国と通商しているの
ではなく米国を乗っ取ろうとしている」としたバー（William Barr）司法長官の対中政策に
関する演説 7の後、ポンペオは 7月 23日、ニクソン（Richard Nixon）大統領図書館で演説
を行い、ニクソン政権以来の対中関与について包括的な批判を展開した 8。この「4高官演説」
の後、2020年 8月 10日、香港の民主化運動家、周庭が逮捕され、これとほぼ同時期、アザー
（Alex Azar）米厚生長官が訪台し、蔡英文総統とも会談をもった。以下、香港で 2019年の「逃
亡犯条例改正案」から 2020年の「国家安全維持法」施行に至る時期、北朝鮮の対中関係を
「アド・ホックな米中協調」に留意しつつ概観してみたい。
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1．朝鮮半島における「アド・ホックな米中協調」――価値との分離
中国が過去、「アド・ホックな米中協調」を維持していた背景は、北朝鮮の核開発問題、
平和体制樹立問題に「関与」できない外交的疎外があった。そもそも中国は、1994年末に
板門店の軍事停戦委員会から中国人民志願軍代表が撤収を強いられて以来、朝鮮半島の軍
事停戦について発言力を失っており、北朝鮮の主張する米朝平和協定が結ばれれば、朝鮮
戦争の戦後処理でも中国の発言力は奪われることになる。
中国は北朝鮮の核開発問題で米朝協議は不可欠としても、それが朝鮮半島に固有の地域
的措置を議題とするとき、中国も関与しなければならないと考えていた。そこで軍事停戦
協定に替わって平和協定が結ばれるのなら、それは米朝間の排他的な平和協定であっては
ならず、南北が主軸となる平和体制に軍事停戦協定の事実上の当事者として米国とともに
中国が関与する形態をとらなければならなかった。2016年 2月の王毅による「双軌並行」
提案は、朝鮮半島非核化プロセスと平和体制樹立プロセスを同時並行させ、そこで中国が
「建設的役割」を果たすというものであるが、「建設的役割」には外交的疎外による「関与」
への意思が込められていた 9。しかし、中国の外交的疎外は、2018年春に北朝鮮が文在寅
大統領、トランプと一連の首脳会談に転じてからも解消されることはなかった。第 1回米
朝首脳会談（2018年 6月 12日、シンガポール）を控えて北京と大連で二度の中朝首脳会
談をもち、事後に改めて一度首脳会談をもったにもかかわらず、北朝鮮が平和体制樹立問
題から当面中国を排除する姿勢は変わることはなかった。 
そう考えたとき、ビーガン（Stephen Biegun）北朝鮮政策特別代表が第 2回米朝首脳会談

（2019年 2月 27日～ 28日、ハノイ）を 1ヶ月後に控えた 2019年 1月末、スタンフォード
大学で行った演説は特筆してよい。ここでビーガンは、中国側が北朝鮮問題を「個別に扱
う（compartmentalize）」意思を伝えてきたことを明らかにした。ビーガンはこれまでの中
国の行動はそれを十分に裏づけているとし、それに反する行動を中国がとるまでその意思
を伝えてきたまま受け入れると述べた 10。中国は北朝鮮の非核化について米国と共通の利
害をもっている上、平和体制についても南北主軸の平和体制に米中両国が関与することを
考えていた以上、それは「協調」を基調としなければならず、そのためには米中間の他の
領域の対立が朝鮮問題に関する議論に波及してはならなかった。米国もまた、北朝鮮の非
核化のために中国の協力は不可欠と考えていた上、軍事停戦協定が平和協定に替わるのな
ら、中国と同様に南北間の平和協定でなければならないと考えていた。
この姿勢は、その後香港で「逃亡犯条例改正案」が示され、米中間で新たに人権問題が
浮上しても大きく変わることはなかった。ペンスは 2019年 10月に再び対中政策について
演説を行ったが、そこで香港の反政府運動を支持するなど、理念をさらに強調したのはい
うまでもない。この演説は前年の演説に比して対中協力を求める箇所は多かったとはい
え、朝鮮問題についての発言はやはり突出していた。ペンスは「中国と米国は北朝鮮の完
全で最終的で検証可能な非核化を確保するため関与の精神の下に共同で努力し続けるであ
ろう」11と述べていた。米国が価値を強調する対中批判において地域問題が後退するなか、
朝鮮半島では米中「協調」の必要を認めていた。
さらに 2020年 6月から「4高官演説」が連続して行われることになるが、これを締め括
るニクソン図書館でのポンペオの演説は、先行するオブライエン、レイ、バーの演説を総
括した上で、「米国の経済、自由、そして世界の自由民主主義」に対する中国の脅威を詳細
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に論じる内容となったが、そこで展開された対中批判は、「逃亡犯条例改正案」が廃案となっ
た後、香港への「国家安全維持法」が適用されたこともあり、体制批判に比重を置きつつ、
『中華人民共和国に対する米国の戦略的アプローチ』と同様、ニクソン政権以来過去半世紀
に及ぶ米国の対中「関与」を問い直す内容となっていた。ポンペオは、ニクソンが大統領
選挙運動中の 1967年 10 月に発表した論文 12の要諦が、中国の「変化を誘発すること（to 
induce change）」だったにもかかわらず成功していないと主張した。ポンペオは中国への体
制批判を展開する上で、香港も忘れてはいなかった。ポンペオはまた、「中国共産党があの
誇り高き都市に対する権力を強めたために彼らは海外移住を求めている。彼らは星条旗を
振っている」とも述べていた。
しかし、このような米国の対中批判にもかかわらず、「アド・ホックな米中協調」が確認
されていたことは強調してよい。香港で「国家安全維持法」が施行される直前の 6月 16日
から 2日間、ホノルルでポンペオと楊潔 中国共産党政治局委員の会談がもたれていた。
ポンペオはニクソン図書館での演説でこの会談について、楊潔 が語ったことは「これま
で中国共産党が再三約束したことであり空疎なものであった」と振り返っていたが、そこ
に参加したスティルウェル（David Stilwell）米国務次官補は「中国と協調できる機会が次
第に少なくなるなかでも明らかに協調が可能な分野があり、北朝鮮問題も当然米中協調が
可能な領域」と述べていた。スティルウェルによれば、会談ではこれについて米中間で「意
見の相違はなかった」13という。また、ビーガンは後に米上院で、ポンペオが会談で「民
主的規範を損ね、米国の友人と同盟国の主権を脅かそうとする北京と闘い、公正な通商慣
行に従事させる決意」をみせたというが、両者はここで、協調して解決できる分野として、
新型コロナウイルス、麻薬生産・不法取引など「グローバルな問題」に加え、地域問題で
はその筆頭に北朝鮮の非核化を挙げていたという 14。上述の『中華人民共和国に対する米
国の戦略的アプローチ』は、中国に対して経済、価値、安全保障の領域での批判を展開し
ながら、「利害が重複するところでは引き続き結果重視の関与と協力をしていく」15と締め
括っていたが、そこには朝鮮半島も念頭にあったに違いない。

2．北朝鮮の「和平演変論」演出――中朝関係と米朝関係の交錯

（1）対米批判の共鳴
中国が香港での「逃亡犯条例改正案」を正当化するとき、当初は内政干渉批判であった。

2019年 5月 6日、香港立法会が「逃亡犯条例改正案」について第 1読会を通過し、香港市
民による抗議運動が展開されると、米中経済安全保障調査委員会は「逃亡犯条例改正案」
が通過した場合、中国政府の香港での影響力が増し、「港人治港」が危ぶまれることを警戒
するという内容の報告書を発表した 16。中国外交部発言人の耿爽はその翌日、「いかなる外
国勢力であれ香港の事柄に干渉することに強く反対する」17と述べたが、この主張はやがて、
「外国勢力」が体制転覆を企図しているとの批判を伴うことになる。『人民日報（海外版）』
が米国は世界中での「カラー革命」の一環として香港に混乱を起こし、中国を封じ込めよ
うとしていると批判する論評を掲げると 18、『労働新聞』はその 2日後に署名入りの論評を
掲げ、「香港の事態は中国の発展を拒み、ひいては中国を分裂、瓦解させようとする米国を
はじめとする西側と香港分裂勢力が共謀、結託した陰謀の産物である」19と主張した。
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「逃亡犯条例改正案」はいったん 2019年 10月 23日に廃案となるが、これに代わって 10
月 31日、中国共産党第 19期中央委員会第 4回全体会議で「中国の特色ある社会主義制度
の堅持と整備、国家法理体系能力の現代化の推進における若干の重大な問題に関する中共
中央の決定」が採択され、香港の法執行力強化への支援もそこに含まれることになった 20。
これをうけ米国で、6月に発議された「香港人権・民主主義法案」が下院に続き 11月に上
院でも可決されると、『人民日報』は論評を掲げて「中国の内政に干渉する法案は 1枚の紙屑」
と批判したのに続き 21、「公然と暴力犯罪分子に肩入れして元気づけた」と批判した 22。さ
らに、楊潔 がポンペオに「中国内政に干渉すること」を即刻止めることを求めると 23、『労
働新聞』もこれを直ちに報じ、米国内の「人権蹂躙問題」を指摘する中国外交部発言人の
発言を取り上げて米国を批判していた 24。

2020年 5月末、第 13期全国人民代表大会常務委員会がその審議を完了すると 25、北朝鮮
外務省代弁人は香港への「国家安全維持法」を「全面的に支持する」と表明した上で、米
国への名指しを避けながらも、「中国を分裂、瓦解させようとする外部勢力と追従勢力の陰

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

謀の産物
4 4 4 4

」（傍点は引用者）26と主張した。さらに、トランプが「香港を他とは異なり特別
に遇する例外措置を取り消すよう指示している」と述べたのをうけ 27、ポンペオも「もし
中国が香港を本土と同様に扱うのなら、米国も香港を本土とは別に扱う根拠はない」28と
の発言を含む包括的な中国批判を行うと、朝鮮労働党中央委員会国際部代弁人は談話を通
じて、「中国共産党の指導がない米国と西側の世界をつくると言い散らしたのは（中略）朝

4

鮮労働党が導く
4 4 4 4 4 4 4

われわれの社会主義もあえてどうにかするという喇叭である」（傍点は引用
者）29と述べた。さらに、前年の習近平訪朝 1周年に際して『労働新聞』も「国家安全維
持法」に触れた上で、「今日、朝中両党、両国は敵対勢力の強権と必死の策動

4 4 4 4 4

を退け、社会
主義を守って強化し、発展させるための一途で心と力を合せている」（傍点は引用者）30と
する論評を掲げた。
かくして 2020年 6月 30日、香港で「国家安全維持法」が施行されることになるが、そ
こでは「外国または香港外の機構、組織、人員」に対して「国家安全、国家秘密情報を盗み、
探り、買収されて、それらを不法に提供すること」、「共謀してその行為を行うこと」など
を「犯罪」と規定した（第 29条）。それに該当する行為として、「中国政府または香港政府
への市民の憎悪をもたらし、深刻な結果を招く可能性のあること」31と広く定義された。
上の「4高官演説」は、香港での「国家安全維持法」の施行への過程に触発されるかた
ちで行われた。北朝鮮はこれらの演説に逐一反論していたわけではないが、「国家安全維持
法」を批判する米国に対して、『労働新聞』は「中国人民を分裂瓦解させ『思想革命』を起
こすことに目的がある」32とする署名入りの論評を掲げ、この論評と同日、池在竜駐中朝
鮮大使は「米国は（中略）香港問題、両岸関係をはじめ内政干渉する方法で中国に『ジャ
スミン革命』を煽り、社会主義中国を分裂、瓦解させようとしている」33と語ったのである。

（2）米朝関係への含意
振り返ってみれば、2016年から 2017年にかけて北朝鮮が核実験と弾道ミサイル発射を
繰り返したのに対して、中国が米国と協調して国連安保理制裁を民生部門にまで拡大強化
したとき、中朝間で名指しの論争が展開されていた。わけても 2017年 5月、『環球時報』
が米中間で核放棄こそ「平壌にとって最良の選択」とする「共通認識」に達したとする社
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説を掲げると、朝鮮中央通信は「反朝鮮敵対勢力と共謀してわれわれを犯罪者とする残酷
な制裁劇にしがみつくのは、朝中関係の根本を否定し、友好の崇高な伝統を抹殺しようと
する許し難い妄動に他ならない」とする論評を掲げていた 34。ところが、2018年以来の中
朝首脳会談を経て批判の応酬は止み、香港での事態を経てやがて『人民日報』の主張に『労
働新聞』が同調していった。その過程で、北朝鮮が中国に向けて行った、「敵対勢力」であ
る米国と ｢共謀｣ したとの批判は、内部の「分裂勢力」との「陰謀」で中国を分裂させよ
うとする米国への批判へと移行し、核放棄が「平壌にとって最良の選択」とした米中間の「共
通認識」についても、香港問題で米国が社会主義を「分裂」「瓦解」させようとしていると
する認識を中朝間で確認する方向に転じていった。
社会主義体制瓦解のため内部勢力と米国が「共謀」しているとの主張は、1989年の「天
安門事件」当時、中朝両国の党機関紙間で展開された「和平演変論」を想起させるが、そ
れは東欧での社会主義崩壊のアジアへの波及が懸念されるなか、社会主義体制堅持を相互に
確認する意味をもっていた。「天安門事件」に対して米国が経済制裁を発動すると、『労働
新聞』は対米批判を展開したが、そこで強調されたのは「社会主義の優位性」であった 35。
その当時、北朝鮮は核開発問題で米国と直接協議をもっておらず、その時期の「和平演変論」
が北朝鮮の対米関係上、格段の意味をもっていたとは考えにくい。実際、「天安門事件」以
降、北朝鮮は南北高位級会談など、むしろ対南関係の再調整に着手していった。
これに対して 2018年以来、米朝間には 2回の首脳会談がもたれている。北朝鮮が香港で
の事態の進展に合わせて中国の「和平演変論」に同調しつつ、人権問題での米中対立を米
朝対立に読み換えたことが米朝関係にもつ意味は小さくない。北朝鮮が近年の米中関係の
緊張と中朝間で「和平演変論」が共有されていることを背景に、米朝間の膠着状態を打開
すべく、米国に対して以前より行動の自由を得たと判断すれば、ミサイル発射などの措置
をとることになるだろう。
そもそも、中国は 2018年以降、北朝鮮が一連の首脳会談と併せて核実験場の一部を破壊
したことなどをうけ、北朝鮮の主張を代弁して制裁措置の緩和を主張してきた。王毅が第 2
回米朝首脳会談について、米国は「実現しそうもない要求を一方的に出すべきではない」36

と述べたように、中国は米国が国連安保理制裁を緩和する条件を不当と考えていた。北朝
鮮がミサイル発射などに踏み切ったとき、中国が国連安保理制裁を強化する米国の主張に
同調することは、2016年から 2017年にかけての時期ほど容易ではない。中国は国連安保
理制裁の強化を最低限に抑えるであろうし、党機関紙上で北朝鮮を批判することには慎重
にならざるを得ない。

結語―― 米中「対立」と「協調」のスペクトラム
国連安保理制裁について米中間に齟齬があったとしても、その間も米中間で確認された

「アド・ホックな米中協調」は、中国が朝鮮半島に固有の地域的措置をとる上で必要な枠組
みであり続けるであろう。しかし、北朝鮮には「アド・ホックな米中協調」は「大国間の
共同管理」に近く、北朝鮮は米中関係の「対立」と「協調」のスペクトラムで、米中関係
が「対立」局面にあれば、対米関係で自らの戦略的地位は相対的に高まり、対米協議の余
地はより拡がると想定している。一連の香港での事態をうけ中朝間で「和平演変論」と対
米批判を共有していったように、朝鮮半島には関連しない米中間対立をあえて朝鮮問題に
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波及させ、「アド・ホックな米中協調」を米朝主軸へ転換しようと試みたのはそのためであ
る。
このような北朝鮮の対米傾斜を制御しようとしたのも、「アド・ホックな米中協調」であっ
た。4者会談は、「新しい平和保障体系」で米朝平和協定を主張していた北朝鮮の対米傾斜を、
米国が参加する多国間協議で制御しようとする中国の参加を得て実現した。6者会談もブッ
シュ政権の「先制行動論」に対して北朝鮮が「米朝不可侵条約」の締結を主張するなか、
米中両国が共同で輪郭を整えた多国間協議であった 37。にもかかわらず、4者会談と 6者
会談が北朝鮮の対米傾斜を制御できたわけではなかった。これらの多国間協議のいずれも、
北朝鮮が米国との直接協議に転換しようとしたがために空転を余儀なくされた。
中国はこれからも多国間協議を求めるであろうが、米国にとって多国間協議はいずれも、
結果的に北朝鮮に核・ミサイル開発の時間的余裕を与えたという「失敗経験」であり、ま
して 6者会談のように中国に議長を任せようとはしないであろう。朝鮮問題について「アド・
ホックな米中協調」は当面、2国間協調の形態をとるとしても、それが米朝協議に先行す
れば、北朝鮮は朝鮮半島に関連しない問題も動員してそこからの脱却を図るであろう。
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